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６ 輸送の安全に関わる設備投資等に関する事項 

 

６．１ 安全関連設備投資・修繕費の状況 

 

○鉄軌道事業においては、輸送の安全の確保に加え、サービス向上や輸送力増強等のた

め設備や車両の保守、更新、その他改良等を総合的に行う必要があります。 

○鉄道事業等報告規則に基づき提出される事業報告書等を参考に、各事業者が行ってい

る安全関連設備投資及び修繕費を集計したところ、平成３０年度の安全関連設備投資は

鉄軌道事業者全体で約１兆２，２３９億円（対前年度約２，７８７億円（２９．５％）増）であり、

施設・車両の修繕費は約８，７２７億円（対前年度約１９億円（０．２％）減）でした。 

○安全関連設備投資の内容は、老朽設備の取替え、保安・防災のための対策、安全性を

向上させた車両の導入や改造などです。地震対策、落石等の防止対策、自動列車停止

装置（ＡＴＳ）等の設置、踏切道の保安対策、ホームの安全対策などが進められています。 

○施設・車両の修繕費とは、線路施設、電路施設、車両などの維持管理のための修繕費用

になります。 

 

表７：安全関連設備投資・修繕費の状況（平成３０年度） 
（百万円） 

事業者区分 
鉄道事業 
設備投資 

① 

安全関連 
設備投資 

② 

施設・車両 
の修繕費 
③ 

鉄道事業 
営業収入 

④ 

鉄道事業 
固定資産 
①  

安全投資 
比率 
②／④ 

修繕費 
比率 

② ／⑤ 

ＪＲ 1,234,297 617,030 645,442 4,827,761 11,061,704 12.8% 5.8% 

公営 111,938 69,672 37,009 423,394 4,148,601 16.5% 0.9% 

大手民鉄 474,256 277,370 124,132 1,732,226 6,464,040 16.0% 1.9% 

中小民鉄 328,593 238,577 51,339 503,828 3,291,675 47.4% 1.6% 

新交通・モノレール 31,505 15,973 11,746 84,843 311,374 18.8% 3.8% 

路面電車 8,551 6,918 3,743 28,273 76,674 24.5% 4.9% 

合計 2,187,387 1,223,908 872,761 7,596,274 25,344,207 16.1% 3.4% 
 
 
注１： 「施設・車両の修繕費」は、線路保存費・電路保存費・車両保存費のうちの修繕費の和である。 
注２： 安全関連設備投資は、事業者によって集計方法が一部異なる。 
注３： 「中小民鉄」と「路面電車」の両者に該当する事業者の一部について、「鉄道事業設備投資」等が両者

に区分されていないため、それらを「中小」と「路面電車」とに重複して計上しているが、「合計」はこの
重複分を除いている。 

注４： 「公営」は、東京都交通局（上野懸垂線、日暮里・舎人ライナー）を含み、東京都交通局及び札幌市交
通局は路面電車を除く 

注５： 「大手民鉄」は、西武鉄道山口線を含む 
注６： 「新交通・モノレール」は、札幌市交通局、東京都交通局、西武鉄道、大阪市高速電気軌道を除く 
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＜鉄道事業者の設備投資の仕訳（分類）について＞ 

一般に鉄軌道における設備投資は、輸送の安全確保のほか、サービスの向上、輸送

力増強、業務の効率化など複数の目的を持って行われます。（例えば、踏切道の立体交

差化は、踏切障害事故を減少させる安全性向上という目的に加え、列車の定時性を高め

る安定輸送対策や、スピードアップによるサービス水準や輸送力の向上といった目的も併

せ持って実施されています。） 

このため、ある設備投資から安全に関係している分を切り出して集計することは現実的

ではありません。 

したがって、上記のデータは事業者毎に仕訳が異なる部分があり、また、安全関連設

備投資には輸送の安全の確保と同時に他の目的を達成するために行われたものも含ま

れている場合があります。 

 

 

  


